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研究要旨： 

【目的】職場における女性の健康に関する施策の実施状況と、女性従業員の知覚された

組織的支援（Perceived Organizational Support：POS) との関係性を検討する。 

【方法】企業及び健康保険組合（22 団体）が在籍する研究会のうち、従業員アンケー

トへの参加企業（9社）に在籍する女性従業員 4,284名を対象に、質問票調査を実施し

た。女性の健康関連施策の導入状況（従業員の認知状況）を説明変数、POSスコア（日

本語版 SPOS のうち POS（SPA）にて測定） を目的変数とし、年齢、職種、就業形態、

学歴、月経に関する症状の有無、更年期に関する症状の有無を調整変数として、企業コ

ードでネストしたマルチレベル分析（線形混合効果モデル）を行った。さらに、月経・

更年期症状の有無で「症状なし」「月経に関する症状のみあり」「更年期に関する症状の

みあり」の 3群に層別化し、同様の分析を行った。 

【結果】参加企業間で POSスコアの平均値（3.65～4.19）や、女性の健康関連施策の認

知率にはばらつきがみられた 。全体分析では、女性の健康関連施策のうち、「婦人科健

診・検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与」、「従業員や保健師等によ

る女性の健康専門の相談窓口の設置」、「女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の

構築」、「妊婦健診等の母性健康管理のためのサポートの周知徹底」、「生理休暇を取得し

やすい環境の整備」 の認知は、POS スコアと有意な正の関係を示した 。一方、「月経

随伴症状の自己管理を支援するツールやアプリの提供」の認知は、POSスコアと有意な

負の関係を示した。層別化分析では、症状の有無によって関連の強さや有意性が異なる

施策がみられた。例えば、「女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の構築」は月経

症状あり群と更年期症状あり群で有意な正の関係を示したが、症状なし群では有意傾

向に留まった。「生理休暇を取得しやすい環境整備」はいずれの群でも有意な正の関係

を示した 。 

【考察】女性の健康に関する複数の施策が、女性従業員の POS 向上に関連することが

示唆された。特に、相談体制の構築や生理休暇を取得しやすい環境の整備などの、働き

やすい職場環境整備に関する施策の影響が大きい可能性が考えられる。症状の有無に

よる層別化分析の結果から、対象者の健康状態に応じた施策の重要性が示唆された。 

【結論】職場における女性の健康支援策の導入は、女性従業員の POS と関連すること

が確認された。今後、施策の具体的な内容や運用方法が POSに与える影響について、さ

らなる詳細な分析が必要である。    
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Ａ．目的 

職場における女性の健康に関する施策の実

施状況と、女性従業員の 知覚された組織的支

援（Perceived Organizational Support ：

POS) との関係性を明らかにすることを目的

とする。 

POSは、「従業員の貢献を組織がどの程度評

価しているのか、従業員の well-beingに対し

て組織がどの程度配慮しているのかに関して、

従業員が抱く全般的な信念」と定義され 、組

織に対するコミットメントや職務満足度、パ

フォーマンス等と関連することが知られてい

る［１］～［３］。本研究を通じて、女性従業員のPOS

向上に資する効果的な職場施策を特定す

る。    

 

Ｂ．方法 
１．対象： 企業及び健康保険組合（22団体）

からなる研究会の参加企業に在籍する女性従

業員のうち、従業員アンケートへ回答した者：

4,284 名。参加企業は合計 9 社（内訳：製造

業（医薬品）3社、製造業（化学製品）2社、

製造業（機械）1社、製造業（食料品）1社、

製造業（非鉄金属）1社、サービス業1社）で

あった。対象者の背景特性および企業別の

POSスコア等を表1に示す。 

２．調査項目 

・目的変数：POSスコア 

日本語版 SPOS (Survey of Perceived 

Organizational Support) ［４］のうち、妥当性

が確認された POS（SPA: Sufficiency of 

Positive Aspects）の8項目を使用 。各項目

0点～6点の7件法で測定し、合計点を項目数

で除した平均スコア（0～6点）を連続変数と

して扱った。    

・説明変数：女性の健康関連施策の導入状況

（従業員の認知状況） 

下記の設問に対する回答を用いた。 

【設問】女性特有の健康関連課題に対する職

場の施策についてお伺いします。現在の職場

で実際に取り組まれている施策を、選択肢か

ら全て選んでください。 

【選択肢】 

１．婦人科健診・検診への金銭補助（がん検

診を含む） 

２．婦人科健診・検診の受診に対する就業時

間認定や有給の特別休暇付与 

３．従業員や保健師等による女性の健康専門

の相談窓口の設置（メールや電話等による相

談を含む） 

４．女性特有の健康関連課題に対応可能な体

制の構築（産業医や婦人科医の配置、外部の

医師や相談窓口の紹介等） 

５．女性の健康づくりを推進する部署やプロ

ジェクトチームの設置 

６．妊婦健診等の母性健康管理のためのサポ

ートの周知徹底 

７．生理休暇を取得しやすい環境の整備（有

給化や管理職への周知徹底等） 

８．更年期症状や更年期障害の改善に向けた

支援（通院の際の有給の特別休暇付与等） 

９．骨密度低下（骨粗鬆症）予防に対する支

援（骨密度測定、サプリ提供等） 

１０．女性専用休憩室の設置（※法律上設置

義務のある休養室は除く） 

１１．月経随伴症状の自己管理を支援するツ

ールやアプリの提供 
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各施策について、実施している場合を「1」、

実施していない場合を「0」とするダミー変数

として扱った。 

・調整変数（共変量）： 

年齢、職種、就業形態、学歴、月経に関す

る症状の有無、更年期に関する症状の有無。 

３．分析方法： 

（１）女性の健康関連施策導入の認知率を企

業別に確認した。 

（２）施策の実施状況と POSとの関係性を確

認するため、企業コードでネストしたマルチ

レベル分析（線形混合効果モデル）を行った。 

（３）層別化分析として、対象者を以下の 3

つのグループに分け（「月経・更年期両方の症

状あり」群は対象者数が少なく分析から除外）、

施策の実施状況と POSとの関係性を確認する

マルチレベル分析（線形混合効果モデル）を

行った。調整変数は年齢、職種、就業形態、

学歴とした。 

* グループ1: 症状なし（月経・更年期とも

になし） 

* グループ 2: 月経に関する症状のみあり 

* グループ 3: 更年期に関する症状のみあり 

統計学的有意水準は5%未満とした。 

 

Ｃ．結果 

１．対象者の背景特性とPOSスコア（企業別） 

表 1に示す通り、参加企業 9社における女

性従業員 4,284名の背景特性には企業間で差

異が認められた。POS スコアの平均値も企業

によって異なり、3.65 (標準偏差 1.11) か

ら 4.19 (標準偏差 1.15) の範囲であった 。 

２．女性の健康関連施策導入の認知率（企業

別） 

表 2に示す通り、企業によって各施策の認

知率にはばらつきがみられた 。例えば、「婦

人科健診・検診への金銭補助」（施策1）の認

知率は 56.8%～90.3%、「生理休暇を取得しや

すい環境の整備」（施策7）は11.9%～56.6%の

範囲であった 。    

３．施策の実施状況（認知）と POSとの関係

性（全体分析） 

表3に示す通り、マルチレベル分析の結果、

調整変数を投入した後でも、以下の施策の認

知は POS スコアと有意な正の関係を示し

た 。    

・婦人科健診・検診の受診に対する就業時間

認定や有給の特別休暇付与 (係数:0.11, 

p=0.01)     

・従業員や保健師等による女性の健康専門の

相談窓口の設置 (係数:0.15, p<0.001)     

・女性特有の健康関連課題に対応可能な体制

の構築 (係数:0.22, p<0.001)     

・妊婦健診等の母性健康管理のためのサポー

トの周知徹底 (係数:0.17, p<0.001)     

・生理休暇を取得しやすい環境の整備 (係

数:0.23, p<0.001)     

一方、「月経随伴症状の自己管理を支援する

ツールやアプリの提供」の認知は、POSスコア

と有意な負の関係を示した (係数:-0.40, 

p=0.02) 。その他の施策（婦人科健診・検診

補助、推進部署設置、更年期症状支援、女性

専用休憩室）の認知と POSスコアとの間に有

意な関係は認められなかった 。    
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４．層別化分析の結果 

症状の有無で層別化して分析した結果（表

4～6）、全体分析とは異なる傾向がみられた。 

・症状なし群（表 4）：「婦人科健診特別休暇付

与」(係数:0.13, p=0.04)、「専門相談窓口設

置」(係数:0.14, p=0.02)、「母性健管周知」

(係数:0.23, p<0.001)、「生理休暇環境整備」

(係数:0.18, p<0.001)がPOSと有意な正の関

係を示した。「月経自己管理ツール」は有意な

負の関係を示した(係数:-0.55, p=0.02)。    

・月経に関する症状のみ群（表 5）：「対応体制

構築」(係数:0.39, p<0.001)、「生理休暇環境

整備」(係数:0.22, p<0.001)がPOSと有意な

正の関係を示した。    

・更年期に関する症状のみ群（表 6）：「専門相

談窓口設置」(係数:0.37, p<0.001)、「対応体

制構築」(係数:0.34, p=0.04)、「生理休暇環

境整備」(係数:0.34, p<0.001)、「骨密度低下

予防支援」(係数:0.47, p=0.03)がPOSと有意

な正の関係を示した。   

 

Ｄ．考察 

本研究の結果から、職場における女性の健

康に関する複数の施策が、女性従業員の POS

と正の関係にあることが示された。POSは、従

業員の組織への貢献意欲やウェルビーイング

に対する組織の配慮に関する包括的な信念［１］

であり、組織コミットメントや職務満足感、

パフォーマンス向上、離職率低下など、従業

員と組織双方にとって好ましい結果と関連す

ることが知られている［２］,［３］ 。本研究でPOS

との関連が認められた施策は、組織が従業員

の健康に配慮し、支援する姿勢を示すものと

解釈でき、POS の向上に寄与する可能性が考

えられる 。    

特に、「女性特有の健康関連課題に対応可能

な体制の構築」や「生理休暇を取得しやすい

環境の整備」、「専門相談窓口の設置」といっ

た、具体的なサポート体制や相談機会の提供

を示す施策が POSと比較的強い正の関係を示

したことは注目に値する 。これらは、組織が

従業員の個別な状況やニーズに関心を持ち、

対応しようとしている具体的な証左として従

業員に認識されやすいのかもしれない。

Rhoades & Eisenberger (2002) のレビュー

［３］では、公正な手続き、上司からの支援、組

織からの報酬や良好な職務条件が POSの先行

要因として挙げられているが 、本研究の結果

は、女性の健康支援という特定の領域におけ

る組織的な取り組みも POSに影響を与えうる

ことを示唆している。    

一方で、「月経随伴症状の自己管理を支援す

るツールやアプリの提供」が POSと負の関係

を示した点（全体分析  および症状なし群 ）

は興味深い。この種のツールは比較的新しい

取り組みであり、導入方法や従業員への情報

提供の仕方によっては、かえって組織からの

管理強化やプライバシーへの懸念と受け取ら

れる可能性も否定できない。あるいは、ツー

ルの提供のみでは十分なサポートとは認識さ

れず、他の包括的な支援策が伴わない場合に、

かえって組織の配慮不足と感じられる可能性

も考えられる。この点については、ツールの
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具体的な内容や導入プロセスと従業員の受け

止め方について、さらなる質的・量的な調査

が必要である。    

層別化分析の結果 は、月経や更年期に関す

る症状の有無によって、POS と関連する施策

が異なることを示唆している 。例えば、「対

応体制構築」は月経症状あり群や更年期症状

あり群で強い関連が見られたが、症状なし群  

では関連が弱まる傾向があった。これは、症

状を抱える従業員にとって、具体的な対応体

制の存在がより強く組織からのサポートとし

て認識されることを示唆している。また、「生

理休暇を取得しやすい環境整備」は症状の有

無に関わらず一貫して POSと正の関連を示し

ており 、普遍的に重要な施策である可能性が

示唆される。これらの結果は、画一的な施策

展開だけでなく、従業員の健康状態に応じた

アプローチの重要性を示している。    

本研究の結果は、令和 5年度の報告書で示

された、健康経営に注力する大企業において

も 40 代以上の女性で POS が低下する傾向が

あるという知見と合わせて考慮する必要があ

る。40代以降は更年期症状を経験する女性が

増える時期であり、この時期の女性に対する

適切な健康支援策（例：専門相談窓口、対応

体制構築、更年期症状支援、骨密度低下予防

支援など） の導入が、POSの維持・向上に繋

がる可能性がある。 

また、企業によって POSスコアや施策の認

知率にばらつきが見られたことから、各企業

の組織風土や施策の運用状況が影響している

可能性も考えられ、今後の検討課題である。   

  

Ｅ．結論 

 本研究により、職場における女性の健康に

関する複数の施策の認知が、女性従業員の

POS と関連していることが明らかになった。

特に、組織的なサポート体制を示す施策（相

談窓口、対応体制構築、休暇制度等）はPOSと

の正の関連が強い傾向が見られた。一方で、

症状管理ツールの提供は負の関連を示し、そ

の解釈にはさらなる検討が必要である。また、

月経や更年期症状の有無によって POSと関連

する施策が異なることから、従業員の健康状

態に合わせた施策展開の重要性が示唆された。 

これらの結果は、企業が女性従業員の健康支

援を通じて組織全体の健全な風土を醸成し、

ひいては生産性向上に繋げるための具体的な

施策を検討する上で、重要な示唆を与えるも

のである。 
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表１．対象者の背景特性（企業別） 
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表１．対象者の背景特性（企業別）（つづき） 
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表２. 企業別施策の実施率（従業員の認知率）

施策11施策10施策９施策８施策７施策６施策５施策４施策３施策２施策１企業
0.5%1.3%8.8%1.3%25.4%13.0%4.2%18.2%32.2%17.2%87.8%A
2.8%1.6%2.4%3.6%21.8%12.5%17.3%19.4%23.4%37.1%90.3%B
1.3%10.2%1.6%4.4%25.1%17.5%11.4%14.4%28.6%21.2%56.8%C
0.8%2.9%2.9%0.4%17.8%5.1%2.7%6.8%14.1%9.4%59.1%D
0.6%0.6%0.6%0.6%11.9%7.9%5.1%22.6%46.9%22.0%68.9%E
2.4%31.2%1.4%1.2%56.6%12.7%7.7%10.8%25.9%15.6%71.7%F
1.6%14.1%22.7%6.1%40.8%31.8%7.8%24.6%40.4%37.9%83.6%G
0.6%26.6%1.8%1.2%39.9%10.6%3.9%6.6%12.4%17.8%82.8%H
0.3%21.7%1.7%1.7%22.0%11.3%5.3%15.3%26.7%29.3%90.0%I

施策１．婦人科健診・検診への金銭補助（がん検診を含む）
施策２．婦人科健診・検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与
施策３．従業員や保健師等による女性の健康専門の相談窓口の設置

（メールや電話等による相談を含む）
施策４．女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の構築

（産業医や婦人科医の配置、外部の医師や相談窓口の紹介等）
施策５．女性の健康づくりを推進する部署やプロジェクトチームの設置
施策６．妊婦健診等の母性健康管理のためのサポートの周知徹底

施策７．生理休暇を取得しやすい環境の整備（有給化や管理職への周知徹底等）
施策８．更年期症状や更年期障害の改善に向けた支援

（通院の際の有給の特別休暇付与等）
施策９．骨密度低下（骨粗鬆症）予防に対する支援（骨密度測定、サプリ提供等）
施策１０．女性専用休憩室の設置（※法律上設置義務のある休養室は除く）
施策１１．月経随伴症状の自己管理を支援するツールやアプリの提供
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表3. POSスコアと各施策の相関関係
95%信頼区間p_valueStd. Err.Coef.項目

0.13-0.040.300.040.05１．婦人科健診・検診への金銭補助（がん検診を含む）
0.200.020.010.050.11２．婦人科健診・検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与

0.240.07<0.0010.040.15３．従業員や保健師等による女性の健康専門の相談窓口の設置
（メールや電話等による相談を含む）

0.330.11<0.0010.060.22４．女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の構築
（産業医や婦人科医の配置、外部の医師や相談窓口の紹介等）

0.22-0.060.250.070.08５．女性の健康づくりを推進する部署やプロジェクトチームの設置
0.270.06<0.0010.050.17６．妊婦健診等の母性健康管理のためのサポートの周知徹底
0.320.15<0.0010.040.23７．生理休暇を取得しやすい環境の整備（有給化や管理職への周知徹底等）

0.28-0.180.700.120.05８．更年期症状や更年期障害の改善に向けた支援（通院の際の有給の特別休暇付与等）

0.33-0.010.060.090.16９．骨密度低下（骨粗鬆症）予防に対する支援（骨密度測定、サプリ提供等）
0.12-0.110.940.060.00１０．女性専用休憩室の設置（※法律上設置義務のある休養室は除く）

-0.07-0.730.020.17-0.40１１．月経随伴症状の自己管理を支援するツールやアプリの提供

POSスコアと各変数の関係（N=4,238）※団体コードでネストしたマルチレベル分析（線形混合効果モデル）

調整変数：年代、職種、就業形態、最終学歴、月経に関する症状、更年期に関する症状
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